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１
． 

離
婚
に
よ
る
母
子
家
庭
が
急

増
し
て
い
る

厚
生
労
働
省
の「
全
国
母
子
世
帯
等
調
査
」

に
よ
る
と
、
二
〇
〇
三
年
現
在
の
母
子
家
庭

数
は
、
一
二
二
・
五
万
世
帯
と
五
年
前
（
一

九
九
八
年
）
の
九
五
・
五
万
世
帯
に
対
し
て

二
八
・
三
％
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た

母
子
家
庭
の
比
率
も
、
増
加
傾
向
に
あ
る
。

例
え
ば
、「
国
民
生
活
基
礎
調
査
」
の
推
計
値

を
用
い
た
場
合
に
は
、
母
子
家
庭
の
比
率
は
、

一
九
八
六
年
の
三
・
五
％
か
ら
二
〇
〇
六
年

の
六
・
一
％
へ
と
増
え
て
い
る
。
子
供
数
ベ

ー
ス
で
み
る
と
、
母
子
家
庭
に
属
す
る
子
供

は
、子
供
全
体
の
四
・
二
％
（
一
九
九
八
年
）

か
ら
五
・
八
％
（
二
〇
〇
一
年
）
へ
と
上
昇

し
て
お
り
、
子
供
の
一
七
人
に
つ
き
一
人
は

母
子
家
庭
で
育
っ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。

一
九
八
五
年
で
は
、
離
婚
が
原
因
で
母
子

家
庭
と
な
っ
た
ケ
ー
ス
は
全
体
の
半
分
未
満

で
あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
六
年
現
在
で
は
離
婚

が
原
因
で
の
母
子
家
庭
は
全
体
の
八
割
近
く

ま
で
占
め
る
よ
う
に
な
っ
た
。
過
去
の
二
〇

年
間
に
お
い
て
母
子
家
庭
と
な
っ
た
理
由
は
、

「
死
別
」
か
ら
「
離
婚
」
へ
と
大
き
く
シ
フ

ト
し
て
い
た
姿
が
う
か
が
え
る
。

２
． 

就
業
率
は
高
い
が
、
平
均
所

得
は
低
い 

母
子
家
庭
の
母
の
就
業
率
は
高
い
。
二
〇

〇
六
年
厚
生
労
働
省
「
全
国
母
子
世
帯
等
調

査
」
に
よ
る
と
、
母
子
家
庭
の
母
の
八
四
・

五
％
が
就
業
し
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
の
調
査

年
（
一
九
九
八
年
七
三
・
一
％
、
二
〇
〇
三

年
八
三
・
〇
％
）
と
比
べ
て
就
業
者
の
割
合

が
さ
ら
に
増
え
て
い
る
。
ま
た
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

が
ま
と
め
た
最
新
の
統
計
資
料
に
よ
る
と
、

日
本
の
母
子
家
庭
の
母
の
就
業
率
は
二
四
カ

国
中
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク
に
次
ぐ
二
番
目
の

高
さ
で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
日
本
の
母
子
家
庭
全
体

の
経
済
状
況
は
非
常
に
厳
し
い
。
例
え
ば
、

二
〇
〇
五
年
の
国
民
生
活
基
礎
調
査
に
よ
る

と
、
独
立
母
子
家
庭
の
一
世
帯
あ
た
り
平
均

所
得
金
額
は
、
二
三
三
・
四
万
円
で
、
児
童

の
い
る
一
般
世
帯
の
年
収
（
七
一
四
・
九
万

円
）
の
三
割
程
度
に
過
ぎ
な
い
。
世
帯
の
規

模
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
た
世
帯
員
一
人
あ
た

り
平
均
所
得
で
み
て
も
、母
子
家
庭
は
八
三
・

一
万
円
で
、
児
童
の
い
る
世
帯
平
均
（
一
六

一
・
八
万
円
）
の
半
分
程
度
に
過
ぎ
な
い
。

ま
た
、
厚
生
労
働
省
「
全
国
母
子
世
帯
等
調

査
」（
二
〇
〇
六
）
に
よ
る
と
、
母
子
家
庭

の
約
半
分
（
四
八
％
）
は
、
預
貯
金
総
額
が

五
〇
万
円
未
満
で
あ
る
。

３
． 

公
的
支
援
政
策
に
お
け
る
方

向
性
の
転
換 ―

経
済
的
支

援
か
ら
就
業
支
援
へ

こ
う
し
た
母
子
家
庭
の
経
済
的
困
難
等
を

配
慮
し
、
国
や
自
治
体
は
母
子
家
庭
を
対
象

と
す
る
支
援
制
度
を
徐
々
に
増
や
し
、
整
備

し
て
き
た
。
主
要
な
も
の
を
列
挙
す
る
と
、

・
児
童
扶
養
手
当

・
ひ
と
り
親
医
療
費
助
成
金

・
母
子
生
活
支
援
施
設

・
公
営
住
宅
の
優
先
入
居

・
ヘ
ル
パ
ー
の
派
遣
に
よ
る
生
活
支
援

・
保
育
所
の
優
先
的
入
所

・
無
利
子
ま
た
は
低
利
子
の
母
子
福
祉
資

金
貸
付
金

―
―

等
々
、
支
援
制
度
の
中
身
は
多
岐
に

わ
た
る
。

二
〇
〇
二
年
に
「
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」（
以
下
「
母

子
寡
婦
福
祉
法
」
と
略
称
）
が
改
正
さ
れ
る

ま
で
、母
子
家
庭
に
対
す
る
公
的
支
援
は「
児

童
扶
養
手
当
」
な
ど
の
経
済
的
支
援
が
中
心

だ
っ
た
。
一
部
の
収
入
の
高
い
世
帯
（
１
）

を
除
き
、
母
子
家
庭
全
体
の
約
七
割
（
周
二

〇
〇
八
）
が
児
童
扶
養
手
当
を
受
給
し
て
い

る
。し

か
し
な
が
ら
、
二
〇
〇
二
年
母
子
寡
婦

福
祉
法
の
改
正
に
よ
り
、
母
子
家
庭
へ
の
政

策
の
方
向
性
が
「
就
業
・
自
立
に
向
け
た
総

合
的
な
支
援
」
へ
大
き
く
転
換
さ
れ
た
。
総

合
的
支
援
策
の
中
に
は
、
従
来
の
経
済
的
支

援
策
、
子
育
て
・
生
活
支
援
策
を
柱
と
し
て

残
し
な
が
ら
も
、
新
た
に
就
業
支
援
策
、
養

育
費
の
確
保
策
を
柱
と
し
て
加
え
た
。
と
り

わ
け
就
業
支
援
策
に
力
が
入
れ
ら
れ
た
。

な
お
、
政
策
転
換
の
背
景
に
は
、
児
童
扶

養
手
当
の
給
付
総
額
の
急
増
が
あ
げ
ら
れ
る
。

一
九
九
二
年
以
降
、
母
子
家
庭
数
の
増
加
や

収
入
減
に
よ
る
受
給
率
の
上
昇
に
よ
り
、
児

童
扶
養
手
当
の
給
付
総
額
は
急
増
し
て
お
り
、

二
〇
〇
五
年
度
の
児
童
扶
養
手
当
の
給
付
総

額
は
五
二
七
九
億
円
で
、
一
〇
年
前
の
一
九

九
五
年
当
時
の
約
一
・
五
倍
と
な
っ
て
い
る
。

母
子
家
庭
の
母
へ
の
就
業
支
援
５
事
業

―

国
と
自
治
体
の
取
り
組
み
と
そ
の
課
題

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
研
究
員　

周
燕
飛
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４
．
新
た
な
就
業
支
援
策
の
中
身

母
子
家
庭
の
母
の
就
業
支
援
に
関
す
る
国

の
施
策
は
、「
就
業
相
談
策
」、「
職
業
能
力
開

発
策
」
及
び
「
就
業
機
会
の
増
大
策
」
と
い

う
三
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
分
け
る
こ
と
が
で

き
る
。
二
〇
〇
二
年
の
母
子
寡
婦
福
祉
法
改

正
後
に
、
就
業
相
談
策
と
職
業
能
力
開
発
策

を
中
心
に
、
母
子
家
庭
向
け
に
以
下
の
就
業

支
援
五
事
業
が
導
入
さ
れ
た
。

（
１
） 母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援

　
　

セ
ン
タ
ー
事
業

ま
ず
、「
就
業
相
談
策
」
に
つ
い
て
、
従
来

か
ら
あ
っ
た
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
（
マ
ザ
ー
ズ
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
を
含
む
）
の
就
職
支
援
に
加
え
、

二
〇
〇
三
年
度
に
母
子
家
庭
の
母
に
特
化
し

た
就
業
相
談
機
関―

「
母
子
家
庭
等
就
業
・

自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
」（
以
下
「
支
援
セ
ン

タ
ー
」）
が
新
た
に
創
設
さ
れ
た
。
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
が
主
に
職
業
相
談
紹
介
を
行
う
の
に

対
し
て
、
支
援
セ
ン
タ
ー
は
就
業
支
援
（
就

職
相
談
、
就
業
支
援
講
習
会
、
就
業
情
報
の

提
供
な
ど
）
か
ら
生
活
支
援
（
養
育
費
や
、

保
育
、
法
律
問
題
の
相
談
な
ど
）
ま
で
、
母

子
家
庭
に
対
し
て
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

し
て
お
り
、
い
わ
ゆ
る
「
総
合
的
窓
口
」
的

な
存
在
で
あ
る
。

（
２
） 

母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
業

支
援
セ
ン
タ
ー
の
ほ
か
、
と
く
に
支
援
を

必
要
と
し
て
い
る
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
の

母
子
家
庭
の
母
を
対
象
と
し
て
、
二
〇
〇
六

年
度
か
ら
「
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

事
業
が
メ
ニ
ュ
ー
に
追
加
さ
れ
た
。
こ
の
事

業
は
、
対
象
者
の
状
況
、
ニ
ー
ズ
等
に
応
じ

た
き
め
細
か
な
就
労
支
援
を
め
ざ
し
て
お
り
、

福
祉
側
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
側
の
連
携
を
と
く

に
必
要
と
し
て
い
る
。
支
援
の
流
れ
と
し
て

は
、
ま
ず
自
治
体
な
ど
に
配
置
さ
れ
て
い
る

母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
員
が
支
援

対
象
者
に
対
し
て
、
個
別
に
面
接
を
実
施
し
、

本
人
の
生
活
状
況
、
就
職
へ
の
意
欲
、
資
格

取
得
の
取
り
組
み
等
に
つ
い
て
の
状
況
把
握

を
行
う
。
次
に
、
こ
れ
ら
の
情
報
に
基
づ
い

て
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
員
が
支
援
対
象
者
の

た
め
の
自
立
支
援
計
画
書
を
策
定
し
、
具
体

的
な
支
援
方
法
を
検
討
す
る
。
プ
ロ
グ
ラ
ム

策
定
対
象
者
の
う
ち
、
必
要
と
判
断
さ
れ
た

者
に
つ
い
て
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
福
祉
事

務
所
が
連
携
し
て
行
う
「
生
活
保
護
受
給
者

等
就
労
支
援
事
業
」
を
活
用
す
る
。
こ
れ
は
、

福
祉
事
務
所
か
ら
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
支
援
対

象
者
の
支
援
要
請
を
行
い
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

に
お
い
て
は
、「
就
労
支
援
チ
ー
ム
」
に
よ
り

選
定
さ
れ
た
就
労
支
援
メ
ニ
ュ
ー
に
基
づ
き
、

対
象
者
の
状
況
等
に
応
じ
た
就
労
支
援
を
行

う
も
の
で
あ
る
。

（
３
） 

母
子
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

そ
し
て
、
母
子
家
庭
の
母
の
職
業
能
力
開

発
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
に
、
二
〇
〇
三
年

四
月
よ
り
母
子
自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金

事
業
が
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
母
子

家
庭
の
母
の
就
業
率
は
高
い
も
の
の
、
パ
ー

ト
等
の
不
安
定
雇
用
が
多
い
た
め
、「
一
般
保

険
者
と
し
て
三
年
以
上
雇
用
保
険
に
加
入
す

る
」
と
い
う
雇
用
保
険
の
教
育
訓
練
給
付
の

支
給
要
件
に
満
た
な
い
者
が
少
な
く
な
い

（
２
）。
そ
こ
で
、
自
立
支
援
教
育
給
付
金
事

業
を
利
用
す
れ
ば
、
雇
用
保
険
に
加
入
し
て

い
な
く
て
も
、
そ
れ
と
同
等
ま
た
は
そ
れ
以

上
の
給
付
（
３
）（
受
講
費
用
の
二
〇
％
、
最

大
一
〇
万
円
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
、
給
付
対
象
と
な
る
教
育
訓
練
講
座
も
、

雇
用
保
険
の
指
定
教
育
訓
練
講
座
に
加
え
、

自
治
体
が
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
定
め
た
講

座
も
給
付
対
象
と
な
る
。

（
４
） 

高
等
技
能
訓
練
促
進
費
事
業

さ
ら
に
、
経
済
的
自
立
の
促
進
に
と
く
に

効
果
が
高
い
と
思
わ
れ
る
看
護
師
等
の
資
格

取
得
を
サ
ポ
ー
ト
す

る
た
め
に
、
高
等
技

能
訓
練
促
進
費
事
業

も
二
〇
〇
三
年
四
月

に
創
設
さ
れ
た
。
こ

の
事
業
を
利
用
す
る

た
め
に
は
、
専
門
の

養
成
機
関
で
二
年
以

上
修
業
す
る
こ
と
が

必
須
条
件
と
な
っ
て

い
る
が
、
給
付
額
は
、

自
立
支
援
教
育
給
付

金
よ
り
も
手
厚
く
、

一
人
当
た
り
最
大
一

二
三
・
六
万
円
（
一

二
カ
月
×
一
〇
・
三

万
円
）
の
給
付
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
、
修
業
期
間
中

に
母
子
寡
婦
福
祉
貸

付
金
制
度
を
利
用
し

て
、
無
利
子
で
生
活

資
金
と
技
能
習
得
資

金
を
調
達
す
る
こ
と

も
可
能
で
あ
る
。

（
５
） 常
用
雇
用
転
換

奨
励
金
事
業

最
後
に
、
母
子
家

庭
の
母
の
常
用
雇
用

を
推
進
す
る
た
め
に
、

常
用
雇
用
転
換
奨
励

金
制
度
が
二
〇
〇
三

年
四
月
よ
り
導
入
さ

れ
た
。
母
子
家
庭
の

表１　母子家庭就業支援５事業の概況
就業相談等 職業能力開発 常用雇用の促進

母子家庭等就業・自立
支援センター事業

母子自立支援プログ
ラム策定事業

自立支援教育訓練給
付金事業

高等技能訓練促進費事
業

常用雇用転換奨励金
事業

開始年月 2003年4月 2006年4月 2003年4月 2003年4月 2003年4月

実施主体
都道府県、指定都市、
中核市（ 市、町村部に
関しては都道府県） 

都道府県、指定都市、
中核市、市、福祉事務
所設置町村

都道府県、指定都市、
中核市、市、福祉事務
所設置町村

都道府県、指定都市、中
核市、市、福祉事務所設
置町村

都道府県、指定都市、
中核市、市、福祉事務
所設置町村

費用負担 国1/2、自治体1/2 国10/10 国3/4、自治体1/4 国3/4、自治体1/4 国3/4、自治体1/4 

支援対象 母子家庭の母及び寡
婦等

児童扶養手当を受給
している母子家庭の
母

児童扶養手当受給者
又は同等の所得水準
にある母子家庭の母

児童扶養手当受給者又
は同等の所得水準にあ
る母子家庭の母

母子家庭の母を雇用
している企業

主な内容

就業相談、就業支援講
習会、就業情報提供、
弁護士による特別相
談等

母子自立支援プログ
ラム策定員が母子自
立支援員、ハローワー
クと連携して、個々の
ケースに応じたきめ
細かな就職支援を行
う

自治体指定の講座の
修了後に受講費用の
20%（2007年10月以前
は40%）を最大10万円
（2007年10月以前は20 
万円）を支給

2年以上養成学校に通
学する場合において、
養成期間最後の1/3期
間（最大12ヶ月）の生
活費（月額10.3万円）を
助成

母子家庭の母を6ヶ月
以上継続雇用した場
合に、事業主に対し、
奨励金（一人当たり30
万円）を支給

資料出所：厚生労働省『平成18 年度母子家庭白書』、「第５回協議会児童扶養手当関係資料」

注：各事業の対象者要件の詳細については、各自治体の準則を参照されたい。
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母
を
有
期
で
雇
用
し
て
い
る
企
業
は
、
母
に

必
要
な
研
修
・
訓
練
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
ま
た
は
Ｏ
Ｆ

Ｆ
‐
Ｊ
Ｔ
）
を
提
供
し
た
う
え
、
常
用
雇
用

に
転
換
す
る
場
合
に
、
そ
の
企
業
に
奨
励
金

（
母
子
家
庭
の
母
一
人
当
た
り
三
〇
万
円
）

が
支
給
さ
れ
る
。
利
用
の
流
れ
と
し
て
は
、

母
子
家
庭
の
母
と
有
期
雇
用
契
約
を
結
ん
だ

事
業
主
が
自
治
体
に
Ｏ
Ｊ
Ｔ
等
計
画
書
を
提

出
し
、
常
用
雇
用
に
転
換
し
、
一
定
期
間
経

過
後
（
六
カ
月
）
に
、
そ
の
企
業
に
奨
励
金

が
支
給
さ
れ
る
。

な
お
、
上
記
の
五
つ
の
就
業
支
援
メ
ニ
ュ

ー
の
概
要
が
、
表
１
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。

　５
． 

就
業
支
援
５
事
業
に
お
け
る

全
国
的
展
開

（
１
） 母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー

事
業

二
〇
〇
三
年
度
か
ら
本
格
的
に
実
施
さ
れ

た
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
は
、
大
阪
府
な
ど
一

部
の
地
域
で
の
試
行
運
用
を
経
て
、
翌
二
〇

〇
四
年
度
に
す
べ
て
の
都
道
府
県
、
そ
し
て

二
〇
〇
六
年
度
に
す
べ
て
の
指
定
都
市
に
設

置
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ま
た
、
中
核
市

に
お
い
て
も
、
二
〇
〇
六
年
度
現
在
、
支
援

セ
ン
タ
ー
事
業
の
実
施
率
は
、
八
六
・
五
％

（
三
二
／
三
六
）
に
達
し
て
い
る
。

な
お
、
支
援
セ
ン
タ
ー
が
行
っ
て
い
る
就

業
相
談
、
就
業
支
援
講
習
会
、
就
業
情
報
の

提
供
お
よ
び
特
別
相
談
四
事
業
の
利
用
件
数

と
就
業
実
績
が
表
２-

１
に
ま
と
め
ら
れ
て

い
る
。
表
２-

１
を
み
る
と
、
い
ず
れ
の
事

業
に
お
い
て
も
、
利
用
件
数
が
年
々
、
大
幅

に
増
え
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
そ
の
う
ち
、

と
く
に
就
業
相
談
と
就
業
支
援
講
習
会
の
利

用
件
数
が
多
い
。

（
２
）自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
が
二
〇

〇
三
年
度
に
導
入
さ
れ
、
三
五
都
道
府
県
、

一
指
定
都
市
、
六
中
核
市
、
一
一
六
の
一
般

市
で
計
一
五
八
の
地
方
自
治
体
で
の
実
施
体

制
で
ス
タ
ー
ト
し
た
。
そ
の
後
、
導
入
す
る

自
治
体
が
急
速
に
増
え
、
二
〇
〇
六
年
度
現

在
で
は
、
す
べ
て
の
都
道
府
県
と
指
定
都
市
、

九
割
の
中
核
市
と
七
割
の
一
般
市
が
こ
の
事

業
を
実
施
し
て
い
る
。

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
の
実
績

が
表
２-

２
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の

事
業
が
導
入
さ
れ
た
二
〇
〇
三
年
度
で
は
、

四
八
三
件
の
受
講
が
あ
り
、
う
ち
、
一
八
六

人
の
母
子
家
庭
の
母
が
講
座
を
修
了
し
、
教

育
訓
練
給
付
金
の
支
給
を
受
け
て
い
た
。
制

度
へ
の
認
知
度
の
向
上
と
実
施
率
の
上
昇
と

と
も
に
、
翌
二
〇
〇
四
年
度
で
は
、
受
講
開

始
件
数
が
三
一
二
九
件
、
支
給
件
数
も
二
〇

三
二
件
へ
と
大
幅
に
増
え
て
い
っ
た
。

（
３
）高
等
技
能
訓
練
促
進
費
事
業

高
等
技
能
訓
練
促
進
費
事
業
が
二
〇
〇
三

年
度
に
導
入
さ
れ
、
二
九
都
道
府
県
、
一
指

定
都
市
、
六
中
核
市
、
一
九
一
の
一
般
市
の

計
一
二
七
地
方
自
治
体
で
、
実
施
体
制
が
ス

タ
ー
ト
し
た
。
そ
の
後
、
導
入
す
る
自
治
体

が
急
速
に
増
え
、
二
〇
〇
六
年
度
現
在
で
は
、

都
道
府
県
の
八
九
・
四
％
、
指
定
都
市
の
九

三
・
三
％
、
中
核
市
の
七
八
・
四
％
が
こ
の

事
業
を
実
施
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
一
般
市

の
約
半
数
は
、
ま
だ
こ
の
事
業
を
実
施
し
て

い
な
い
。

高
等
技
能
訓
練
促
進
費
事
業
の
実
績
が
表

２-

３
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
事
業

が
導
入
さ
れ
た
の
は
二
〇
〇
三
年
度
で
あ
り
、

直
近
の
支
給
件
数
に
つ
い
て
み
る
と
、
二
〇

〇
六
年
度
（
四
月
〜
一
二
月
）
で
は
、
支
給

件
数
が
九
七
七
件
ま
で
増
え
て
い
た
。
な
お
、

こ
の
事
業
の
特
徴
は
、
就
職
者
の
常
勤
比
率

が
非
常
に
高
い
こ
と
で
あ
る
。
表
２-

３
を

み
る
と
分
か
る
よ
う
に
、
い
ず
れ
の
年
度
に

お
い
て
も
常
勤
比
率
は
八
割
を
上
回
っ
て
い

る
。

（
４
）常
用
雇
用
転
換
奨
励
金
事
業

常
用
雇
用
転
換
奨
励
金
事
業
を
実
施
す
る

地
方
自
治
体
が
毎
年
増
え
て
い
る
も
の
の
、

他
の
事
業
に
比
べ
る
と
、
普
及
の
ペ
ー
ス
が

遅
い
。
制
度
を
導
入
し
て
か
ら
四
年
を
経
過

し
た
二
〇
〇
六
年
度
現
在
に
お
い
て
も
、
実

表 2-1　母子家庭等就業・自立支援センターの就業支援実績（2003-2006 年度）

年度
就業相談 就業支援講習会

延べ相談件数 就職件数 常勤比率（%） 延べ受講者数 就職件数 常勤比率（%） 
2003 （平成15） 14,585 1,262 33.3 15,504 757 28.5
2004 （平成16） 32,385 3,251 42.8 18,396 896 38.2
2005 （平成17） 46,442 4,372 37.8 47,210 1,682 30.0
2006 （平成18） 46,972 3,918 39.4 38,978 1,111 38.1

年度
就業情報の提供 特別相談

延べ提供件数 就職件数 常勤比率（%） 延べ相談件数 うち、養育費関係 子育て・生活関係
2003 （平成15） 7,256 653 31.7 2,585 577 263
2004 （平成16） 22,798 2,099 43.6 5,068 872 1,108
2005 （平成17） 29,097 2,757 40.1 7,224 2,210 1,924
2006 （平成18） 29,627 2,544 37.0 7,242 1,075 2,364
資料出所：厚生労働省『平成18年度母子家庭白書』
注：（1）2006年度は、4月～12月の集計値であるが、その他の年度は、4月～翌3月の集計値である。（2）4事業の就職件数が重複して
計上されている場合もある。

表2-2　自立支援教育訓練給付金事業の実績（2003-2006年度）
年度 延べ事前相談件数 受講開始件数 支給件数 就職件数 就職率（%） 常勤比率（%） 

2003 （平成15） 1,569 483 186 89 47.8 30.3

2004 （平成16） 6,001 3,129 2,032 938 46.2 29.6

2005 （平成17） 7,203 4,156 3,389 1,810 53.4 34.5

2006 （平成18） 5,666 2,981 2,468 1,155 46.8 36.1

合計 20,439 10,749 8,075 3,992 49.4 33.7

資料出所：厚生労働省『平成18年度母子家庭白書』
注：2006年度は、4月～12月の集計値であるが、その他の年度は、4月～翌3月の集計値である。
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施
率
が
二
五
・
五
％
に
過
ぎ
ず
、
四
分
の
三

の
自
治
体
は
こ
の
制
度
を
ま
だ
導
入
し
て
い

な
い
。

常
用
雇
用
転
換
奨
励
金
事
業
の
利
用
件
数

も
、
毎
年
増
え
て
い
る
も
の
の
、
そ
の
絶
対

数
が
非
常
に
少
な
い
。
二
〇
〇
三―

〇
六
年

度
の
四
年
間
で
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
等
計
画
書
の
提
出

件
数
は
一
一
六
件
に
止
ま
り
、
こ
の
制
度
を

利
用
し
て
常
用
雇
用
転
換
を
実
現
で
き
た
人

は
九
二
人
で
あ
る
。

（
５
）母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
事
業

母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
事
業
は
、

二
〇
〇
五
年
度
に
、
東
京
都
、
大
阪
府
及
び

指
定
都
市
で
の
試
行
的
実
施
を
経
て
、
二
〇

〇
六
年
度
に
本
格
実
施
さ
れ
た
制
度
で
あ
る
。

二
〇
〇
六
年
度
現
在
、
指
定
都
市
の
八
割
、

都
道
府
県
の
六
割
弱
が
こ
の
事
業
を
実
施
し

て
い
る
。
た
だ
し
、
中
核
市
と
一
般
市
の
実

施
率
が
ま
だ
低
い
た
め
、
全
体
の
実
施
率
が

二
三
・
八
％
に
留
ま
っ
て
い
る
。

自
立
支
援
計
画
書
策
定
件
数
は
、
二
〇
〇

六
年
度
（
四
月
〜
一
二
月
）
に
は
、
二
一
七

一
件
に
達
し
て
お
り
、
そ
の
う
ち
、
半
数
弱

の
一
〇
〇
六
件
が
就
職
で
き
て
い
る
。
ま
た
、

常
勤
比
率
も
四
六
・
二
％
で
、
通
常
よ
り
も

高
い
（
表
２-

５
）。

総
じ
て
言
え
ば
、
二
〇
〇
三
年
度
以
降
に

創
設
さ
れ
た
母
子
家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援

セ
ン
タ
ー
等
母
子
家
庭
の
就
業
支
援
五
事
業

の
う
ち
、
実
施
率
と
就
業
件
数
ベ
ー
ス
で
、

も
っ
と
も
順
調
に
伸
び
て
い
る
の
は
、「
母
子

家
庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
」

で
あ
る
。
ま
た
、
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
と
同

じ
く
求
職
支
援
の
一
環
と
し
て
、
後
か
ら
導

入
さ
れ
た
「
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
事
業
」
も
、
順
調
に
支
援
実
績
を
伸
ば
し

て
い
る
。
一
方
、
職
業
能
力
の
向
上
を
支
援

す
る
「
高
等
技
能
訓
練
促
進
費
事
業
」
と
「
自

立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業
」
の
両
事
業

に
つ
い
て
は
、前
者
は
支
援
の
質
の
高
さ（
常

勤
比
率
八
五
％
以
上
）、
後
者
は
利
用
の
手

軽
さ
（
延
べ
八
〇
〇
〇
件
以
上
の
支
給
）
が

評
価
す
べ
き
点
で
あ
る
。
五
事
業
の
う
ち
唯

一
、「
常
用
雇
用
転
換
奨
励
金
事
業
」
は
導
入

後
四
年
た
っ
た
現
在
で
も
、
実
施
率
、
利
用

件
数
と
も
に
低
迷
し
た
状
態
で
あ
る
た
め
、

二
〇
〇
七
年
度
末
ま
で
で
廃
止
と
な
っ
た

（
４
）。

６
． 

就
業
支
援
５
事
業
の
展
開
を

巡
る
自
治
体
の
取
り
組
み

で
は
、
上
記
の
就
業
支
援
五
事
業
に
対
し
、

実
施
者
で
あ
る
自
治
体
が
ど
の
よ
う
に
取
り

組
み
、
ど
の
よ
う
な
成
果
を
挙
げ
、
ど
の
よ

う
な
課
題
が
残
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
（
５
）
を
通
じ
て
八
つ
の

自
治
体
の
取
り
組
み
を
調
べ
て
み
た（
表
３
）。

（
１
）母
子
就
労
支
援
ス
タ
ッ
フ
の
常
勤
化

雇
用
情
勢
の
良
い
横
浜
市
と
静
岡
県
・
浜

松
市
で
は
、
母
子
就
労
支
援
を
担
う
専
門
ス

タ
ッ
フ
を
週
五
日
フ
ル
タ
イ
ム
で
常
勤
配
置

す
る
こ
と
で
、
質
の
高
い
支
援
を
め
ざ
し
て

い
る
。
具
体
的
に
は
、
横
浜
市
は
人
口
が
密

集
し
て
い
る
特
徴
を
利
用
し
て
、
就
労
支
援

員
（
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
員
の

通
称
）
を
一
人
四
〜
五
区
ず
つ
担
当
と
な
る

よ
う
、
四
人
分
の
常
勤
ス
タ
ッ
フ
の
人
件
費

（
一
人
当
た
り
三
六
〇
万
円
程
度
、
全
額
国

負
担
）
を
確
保
し
て
い
る
。
一
方
、
静
岡
県

は
二
つ
の
政
令
指
定
都
市
と
共
同
で
母
子
家

庭
等
就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す

る
こ
と
で
、
ス
タ
ッ
フ
六
人
を
全
員
常
勤
で

雇
用
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
な
お
、
常
勤
ス

タ
ッ
フ
が
い
る
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、
開
所

時
間
内
な
ら
ば
、
い
つ
来
て
も
同
じ
担
当
者

が
対
応
し
て
く
れ
る
安
心
感
を
母
子
家
庭
の

母
に
与
え
ら
れ
る
こ
と
や
、
担
当
者
同
士
の

情
報
交
換
や
仕
事
の
分
担
も
行
い
や
す
く
な

表2-3　高等技能訓練促進費事業の実績（2005-2006年度）
年度 支給件数 資格取得件数 就職件数 常勤比率(%) 

2005（平成17） 755 709  

2006（平成18） 977 64  

合計 1,732 773 623 84.3

資料出所：厚生労働省『平成18年度母子家庭白書』
注：2006年度は、4月～12月の集計値であるが、その他の年度は、4月～翌3月の集計値である。

表2-4　常用雇用転換奨励金事業の実績（2003-2006年度）
年度 0JT 等計画書提出件数 常用雇用転換数 転換成功率(%) 

2003（平成15） 11 7 63.6

2004（平成16） 33 24 72.7

2005（平成17） 44 33 75.0

2006（平成18） 28 28 100.0

合計 116 92 79.3

資料出所：厚生労働省『平成18年度母子家庭白書』、平成18 年度「全国母子自立支援員研修会資料」
注：2006年度は、4月～12月の集計値であるが、その他の年度は、4月～翌3月の集計値である。

表2-5　母子自立支援プログラム策定事業の実績（2005-2006年度）
計画策定件数 就職件数 就職率 (%) 常勤比率 (%) 

2005（平成17） 403 211 52.4 35.5

2006（平成18） 2,171 1,006 46.3 46.2

合計 2,574 1,217 47.3 44.4

資料出所：厚生労働省『平成18年度母子家庭白書』
注：2006年度は、4月～12月の集計値であるが、その他の年度は、4月～翌3月の集計値である。



特集―仕事と子育ての両立

Business Labor Trend 2008.6

24

る
こ
と
等
が
あ
げ
ら
れ
て
い
る
。

（
２
）民
間
団
体
の
活
用

一
方
、
札
幌
市
と
釧
路
市
で
は
、
社
団
法

人
「
札
幌
市
母
子
寡
婦
福
祉
連
合
会
」（
札

母
連
）
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
「
駆
け
込
み
シ
ェ
ル

タ
ー
釧
路
」
な
ど
民
間
団
体
を
活
用
し
て
い

る
。
具
体
的
に
は
、
札
母
連
は
母
子
家
庭
の

母
に
対
し
て
、
心
理
相
談
、
法
律
相
談
、
家

事
支
援
、
休
日
託
児
（「
ほ
り
で
ー
ま
む
」）

事
業
な
ど
を
行
い
、
就
業
へ
の
阻
害
要
因
を

減
ら
す
工
夫
を
し
て
い
る
。
と
く
に
「
ほ
り

で
ー
ま
む
」
事
業
で
は
、
幼
児
四
〇
〇
円
／

時
間
、
小
学
生
三
四
〇
円
／
時
間
の
低
料
金

で
休
日
保
育
の
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
お
り
、

看
護
師
等
休
日
に
出
勤
す
る
必
要
の
あ
る
母

親
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
人
「
駆
け
込
み
シ
ェ
ル
タ
ー
釧
路
」

は
、
Ｄ
Ｖ
被
害
に
遭
っ
た
女
性
の
経
済
的
自

立
を
手
助
け
す
る
経
験
と
ノ
ウ
ハ
ウ
を
生
か

し
て
、
市
と
共
催
で
就
労
支
援
セ
ミ
ナ
ー
を

開
催
し
て
い
た
。

（
３
）キ
ー
パ
ー
ソ
ン
に
よ
る
創
意
工
夫

そ
し
て
、
大
分
県
と
大
阪
府
・
貝
塚
市
で

は
、
母
子
家
庭
の
母
へ
の
就
業
支
援
を
担
う

キ
ー
パ
ー
ソ
ン
を
同
一
職
場
で
長
期
雇
用
し
、

そ
の
自
主
性
と
や
る
気
を
生
か
し
た
支
援
活

動
を
行
っ
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
大
分
県

で
は
、
就
業
支
援
員
一
人
が
、
母
子
家
庭
等

就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
を
立
ち
上
げ
る

時
か
ら
現
在
ま
で
一
貫
し
て
中
心
的
な
役
割

を
果
た
し
て
い
る
。
就
業
支
援
員
に
は
個
人

的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
た
飛
び
込
み
の

求
人
開
拓
を
行
う
な
ど
の
創
意
工
夫
も
見
ら

れ
る
。

ま
た
、
貝
塚
市
で
は
、
母
子
自
立
支
援
員

一
人
は
常
勤
嘱
託
と
し
て
、
母
子
寡
婦
福
祉

法
改
正
直
後
の
二
〇
〇
二
（
平
成
一
四
）
年

四
月
か
ら
現
在
ま
で
の
六
年
間
、
母
子
家
庭

の
支
援
業
務
一
筋
に
携
わ
っ
て
き
た
。
そ
の

間
に
、
母
子
自
立
支
援
員
に
よ
る
手
作
り
の

地
域
求
人
マ
ッ
プ
の
考
案
や
、
情
報
誌
「
し

ん
ぐ
る
ま
ざ
あ
通
信
」
の
発
行
な
ど
オ
リ
ジ

ナ
ル
な
取
り
組
み
が
生
ま
れ
て
い
た
。

（
４
）ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
の
連
携
強
化

さ
ら
に
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
事
例
中
で
唯
一
市

が
直
営
で
支
援
セ
ン
タ
ー
を
運
営
し
て
い
る

千
葉
市
で
は
、
市
の
働
き
に
よ
り
支
援
セ
ン

タ
ー
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
の
連
携
が
強
化
さ

れ
て
い
る
。
な
お
、
そ
の
具
体
的
な
手
段
が

二
つ
あ
る
。
一
つ
は
、「
母
子
家
庭
就
業
・
自

立
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
連
絡
票
」
で
、
セ
ン

タ
ー
で
の
就
業
相
談
情
報
を
ス
ム
ー
ズ
に
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
に
引
き
継
い
で
も
ら
う
た
め
に

千
葉
市
が
考
案
し
た
も
の
で
あ
る
。
も
う
一

つ
は
「
千
葉
市
母
子
家
庭
就
業
・
自
立
支
援

検
討
会
」
と
い
う
も
の
で
、
市
側
の
担
当
者
、

就
業
相
談
員
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
側
の
担
当
者

が
年
四
回
集
ま
り
、
連
絡
会
議
を
行
っ
て
い

る
。こ

の
よ
う
に
、
自
治
体
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の

地
域
の
実
情
に
合
っ
た
就
業
支
援
の
在
り
方

を
模
索
す
る
な
か
、
母
子
家
庭
へ
の
就
業
支

援
体
制
に
お
い
て
い
く
つ
か
の
共
通
点
と
相

違
点
が
生
ま
れ
て
い
る
。

７
．
残
さ
れ
て
い
る
課
題

上
述
の
よ
う
に
、「
福
祉
か
ら
就
労
へ
」
と

表３　ヒアリング対象地域の主な取り組み

有効求人倍率 主な取組

横浜市 1.86
(1)就労支援員の常勤化、(2)母子家庭就労支援事業マニュアルの策定、(3)区役所に一本化される
母子家庭の母の相談窓口、(4)居宅介護支援事業など多角経営の社会福祉法人「たすけあいゆい」
の活用。

静岡県（浜松市）
1.24 

（1.34） 

（良）(1)自立支援センター（県内4ヵ所）に支援メニューを集約、(2)自立支援センター職員の常勤化、
(3)主な支援機関を近くに配置することで、各方面の連携を図る。

千葉市 1.03
(1)市直営で自立支援センター事業を実施、(2)市・区役所福祉事務所福祉サービス課に支援メニ
ューを一元化、(3)｢母子家庭等就業・自立支援センター事業連絡票｣及び｢千葉市母子家庭就業・
自立支援検討会」でハローワークとの連携を図る。

大分県 1.01 雇用情勢
(1)県庁が母子家庭の母に対する求人を募るチラシを県内の全事業主に配布、(2)母子家庭等就
業・自立支援センターの立ち上げ時から中心的な役割を果たしているキーパーソン（就業支援
員）がいる、(3)就業支援員は個人的ネットワークを活用した飛び込みの求人開拓を行う。

大阪府・貝塚市 0.65
(1)市役所児童福祉課を窓口として個々の就業支援事業を繋ぐ、(2)自主性とやる気の高い母子自
立支援員を常勤嘱託で長期雇用、(3)自立支援センターはハローワークとの連携を強みに積極的
に職業紹介を行う。

秋田県 0.6
(1)自立支援センター（県内1か所）を中心として複数の機関から母親にアプローチする体制を作
る、(2)明確に資格取得を目指す就業支援講習会を、県下の複数個所で行なうことによって、母親
の利便性を高める。

札幌市 0.6 (悪)
(1) 自立支援センターに就業専門の相談員（職安のOB)を配置、(2)自立支援センター事業を請負
「札幌母子寡婦福祉連合会」は、母子家庭の母に対し、家事支援、休日託児（「ほりでーまむ」）支援
などを行い、就業への阻害要因を減らすように工夫する。

釧路市 0.45

(1)NPO法人「駆け込みシェルター釧路」を活用し、市と共同で就業支援セミナーを開催、(2)こど
も家庭課の独自の事業として2006年度から託児付きで「就労支援セミナー」を行ない、自分でハ
ローワークに行くなどの求職活動ができない母親や就業経験のない母親に、社会に出る機会を
提供する。

注：有効求人倍率は各2006年度のものである。

（全国平均＝ 1.06）
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い
う
流
れ
の
な
か
で
、
自
治
体
は
様
々
な
工

夫
を
し
て
多
方
面
か
ら
母
子
家
庭
の
母
の
就

業
支
援
を
行
い
、
一
定
の
成
果
を
収
め
て
い

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
か

ら
、
以
下
の
よ
う
な
問
題
点
も
同
時
に
浮
か

び
上
が
っ
た
。

第
一
に
、
母
子
自
立
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
策

定
事
業
と
母
子
家
庭
の
母
親
の
ニ
ー
ズ
と
の

間
に
乖
離
が
あ
る
。
現
状
と
し
て
は
、
プ
ロ

グ
ラ
ム
策
定
を
受
け
て
か
ら
就
職
す
る
ま
で

に
数
カ
月
も
か
か
る
こ
と
が
多
い
。
と
く
に

プ
ロ
グ
ラ
ム
策
定
員
が
配
置
さ
れ
て
い
る
福

祉
事
務
所
が
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
離
れ
て
い

る
場
合
な
ど
は
、
支
援
期
間
が
長
く
な
る
傾

向
が
み
ら
れ
る
。
こ
れ
は
、
失
業
期
間
中
に

生
活
費
の
保
証
の
な
い
母
子
家
庭
の
母
に
と

っ
て
大
き
な
負
担
と
な
る
。
今
後
、
要
支
援

者
の
緊
急
度
を
何
ら
か
の
形
で
計
り
、
必
要

に
応
じ
て
手
続
き
を
簡
素
化
し
た
り
、
ネ
ッ

ト
会
議
形
式
で
の
面
談
方
法
を
導
入
し
た
り

す
る
こ
と
で
、
要
支
援
者
の
待
ち
時
間
を
解

消
し
、
迅
速
な
対
応
を
図
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

第
二
に
、
殆
ど
の
自
治
体
の
母
子
家
庭
等

就
業
・
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
母
子
家
庭

の
母
の
た
め
の
求
人
開
拓
事
業
に
対
し
て
、

専
門
の
ス
タ
ッ
フ
を
置
く
こ
と
が
で
き
な
い

で
い
る
。
予
算
と
人
員
の
制
約
や
開
拓
範
囲

が
広
す
ぎ
る
こ
と
が
主
な
原
因
だ
と
思
わ
れ

る
。
静
岡
県
・
浜
松
市
の
よ
う
な
期
間
限
定

の
求
人
開
拓
、
ま
た
は
大
分
県
の
よ
う
な
就

業
支
援
員
の
個
人
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用

し
た
飛
び
込
み
の
求
人
開
拓
が
良
い
参
考
例

に
な
る
。
一
方
、
管
轄
区
域
が
広
く
、
支
援

セ
ン
タ
ー
だ
け
で
は
カ
バ
ー
し
き
れ
な
い
地

域
で
は
、
地
元
の
専
門
業
者
に
求
人
開
拓
を

委
託
す
る
こ
と
も
選
択
肢
の
一
つ
で
あ
ろ
う
。

第
三
に
、
支
援
セ
ン
タ
ー
と
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
と
の
役
割
分
担
と
連
携
が
ま
だ
十
分
と
は

言
え
な
い
状
況
で
あ
る
。
支
援
セ
ン
タ
ー
の

大
半
が
職
業
紹
介
を
行
っ
て
い
る
が
、
独
自

の
求
人
情
報
を
持
っ
て
い
る
と
こ
ろ
が
少
な

く
、
職
業
紹
介
を
行
う
際
に
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
求
人
情
報
に
頼
る
こ
と
が
多
い
。
し
か

し
な
が
ら
、
現
状
と
し
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

が
支
援
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
、
母
子
家
庭
の

母
向
け
の
求
人
情
報
を
積
極
的
に
提
供
し
た

り
、
職
業
紹
介
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
伝
授
し
た
り

す
る
よ
う
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
体
制
が
確
立

さ
れ
て
い
な
い
。
な
お
、
支
援
セ
ン
タ
ー
と

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
の
連
携
を
強
め
る
方
策
と

し
て
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
Ｏ
Ｂ
、
Ｏ
Ｇ
の
起
用

（
６
）
や
チ
ー
ム
支
援
体
制
の
強
化
な
ど
が

考
え
ら
れ
る
。

第
四
に
、
母
子
家
庭
の
母
に
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
自
治
体
が
ま

だ
ま
だ
少
な
い
。
貝
塚
市
の
よ
う
に
、
母
子

家
庭
へ
の
支
援
メ
ニ
ュ
ー
を
集
約
す
る
窓
口

を
構
築
す
る
こ
と
が
急
務
で
あ
る
。
そ
れ
に

加
え
、
各
自
治
体
が
母
子
家
庭
の
母
に
と
っ

て
利
用
可
能
な
社
会
資
源
（
教
育
訓
練
、
住

宅
、
育
児
支
援
等
）
を
整
理
し
、「
支
援
マ
ッ

プ
」、「
支
援
メ
ニ
ュ
ー
の
見
取
り
図
」
な
ど

で
一
目
瞭
然
の
形
で
母
子
家
庭
の
母
に
支
援

情
報
を
提
供
す
る
こ
と
も
大
切
で
あ
る
。

そ
の
ほ
か
、
母
子
家
庭
へ
の
就
業
支
援
を

担
う
優
秀
な
人
材
の
確
保
及
び
支
援
ノ
ウ
ハ

ウ
の
伝
承
が
制
度
化
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
も

課
題
で
あ
る
。
貝
塚
市
と
大
分
県
の
事
例
の

よ
う
に
、
母
子
就
業
支
援
の
キ
ー
パ
ー
ソ
ン

が
確
保
で
き
た
も
の
の
、
こ
れ
ら
の
人
材
の

流
出
を
未
然
に
防
ぐ
処
遇
制
度
が
確
立
さ
れ

て
い
な
い
。
ま
た
、
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
の
万
が

一
の
離
職
に
備
え
て
、
こ
れ
ま
で
蓄
積
さ
れ

た
支
援
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
き
ち
ん
と
マ
ニ
ュ
ア

ル
で
残
す
よ
う
な
工
夫
も
必
要
で
あ
ろ
う
。

〈
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
〉

シ
ュ
ウ 

エ
ン
ビ
（Y

anfei Z
hou

）

　

一
九
九
六
年
、
中
国
・
中
山
大
学
社
会
学

部
卒
業
、
二
〇
〇
一
年
、
大
阪
大
学
大
学
院

国
際
公
共
政
策
博
士
後
期
課
程
修
了
（
国
際

公
共
政
策
博
士
）、
国
立
社
会
保
障
・
人
口

問
題
研
究
所
、
大
阪
大
学
社
会
経
済
研
究
所

非
常
勤
研
究
員
を
経
て
、
〇
四
年
か
ら
当
機

構
研
究
員
。
専
門
分
野
は
労
働
経
済
学
、
社

会
保
障
論
。
当
機
構
に
お
け
る
主
な
著
作
物
、

発
表
論
文
な
ど
に 

「
都
市
雇
用
圏
か
ら
み
た

失
業
率
の
地
域
的
構
造 ―

地
図
情
報
と
統

計
情
報
を
併
用
し
て
」（
二
〇
〇
五　

デ
ィ

ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
ペ
ー
パ
ー
）、「
雇
わ
れ
な
い
、

雇
わ
な
い
働
き
方 ―

個
人
請
負
の
労
働
実

態
に
関
す
る
比
較
研
究
」（
二
〇
〇
五　

デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
ペ
ー
パ
ー
）「
生
活
保
護

率
の
上
昇
と
労
働
市
場
、
人
口
構
造
の
変
化

要
因
」（
二
〇
〇
七　

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

ペ
ー
パ
ー
）
な
ど
多
数
。

〔
注
〕

１ 

．
年
収
三
六
五
万
円
以
下
（
母
と
子
の
二
人
世
帯
の
場

合
）
で
あ
れ
ば
所
得
に
応
じ
て
月
額
で
最
大
四
万
一
七

二
〇
円
か
ら
最
小
九
八
五
〇
円
ま
で
の
児
童
扶
養
手
当

が
受
給
で
き
る
。
た
だ
し
、
親
と
同
居
す
る
場
合
に
は
、

親
の
収
入
も
合
算
さ
れ
る
。

２ 

．
も
っ
と
も
、厚
生
労
働
省「
全
国
母
子
世
帯
等
調
査
」

（
二
〇
〇
六
年
）
に
よ
る
と
、母
子
家
庭
の
母
の
四
三
・

七
％
が
雇
用
保
険
に
加
入
し
て
い
な
い
。

３ 

．
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
以
前
に
は
、
母
子
家
庭
の
自

立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
制
度
に
お
け
る
教
育
訓
練
費

用
の
給
付
率
は
四
〇
％
（
最
大
二
〇
万
円
）
に
設
定
さ

れ
て
い
た
が
、
二
〇
〇
七
年
一
〇
月
以
降
は
、
雇
用
保

険
制
度
の
教
育
訓
練
給
付
の
支
給
割
合
が
四
〇
％
↓
二

〇
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
二
〇
％
の
給

付
率
（
最
大
一
〇
万
円
）
に
改
定
さ
れ
た
。

４ 

．
た
だ
し
、
二
〇
〇
七
年
中
に
Ｏ
Ｊ
Ｔ
等
を
開
始
し

た
場
合
に
限
り
、
従
前
通
り
取
り
扱
う
こ
と
と
す
る
一

定
の
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

５ 

．
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
が
、
二
〇
〇
七
年
九
月
〜
一
一

月
の
間
に
中
囿
桐
代
（
釧
路
公
立
大
学
教
授
）、
渡
辺

木
綿
子
（
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
員
）、
高
田
し
の
ぶ
（
Ｊ

Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
ア
シ
ス
タ
ン
ト
・
フ
ェ
ロ
ー
）、
金
井
郁
（
東

京
大
学
特
任
研
究
員
）
お
よ
び
筆
者
の
五
人
の
分
担
作

業
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
。

６ 

．
実
際
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
Ｏ
Ｂ
、
Ｏ
Ｇ
を
雇
用
し

て
い
る
自
立
支
援
セ
ン
タ
ー
（
大
阪
府
、
札
幌
市
）
で

は
、
連
携
が
比
較
的
う
ま
く
い
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。

【
参
考
文
献
】

周
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飛
（
二
〇
〇
八
） 「
母
子
家
庭
の
母
へ
の
就
業
支
援

―

母
子
寡
婦
福
祉
法
改
正
以
降
の
国
と
自
治
体
の
取

組
み
」
労
働
政
策
研
究
報
告
書
№
99
第
１
章
第
３
節
、

近
刊

25

特集―仕事と子育ての両立


